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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（千円） 3,610,735 3,267,169 2,828,063 4,615,617 7,262,700

経常損益（千円） △215,645 △122,020 △205,578 △260,700 △26,514

当期純損益（千円） △515,649 △166,278 556,009 △1,067,799 △52,424

持分法を適用した場合の投資
利益（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,699,968 1,699,968

発行済株式総数（株） 20,400,000 20,400,000 20,400,000 31,337,000 31,337,000

純資産額（千円） 692,804 527,765 1,083,023 1,416,245 1,360,047

総資産額（千円） 4,311,515 4,089,140 4,036,480 2,714,358 2,782,505

１株当たり純資産額（円） 34.01 25.93 53.27 45.33 43.56

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当 
 額）（円） 

－ 
(－) 

－
（－) 

－
（－) 

－ 
（－) 

－
（－) 

１株当たり当期純損益（円） △25.30 △8.17 27.33 △36.28 △1.68

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 16.07 12.91 26.83 52.18 48.88

自己資本利益率（％） △74.43 △31.51 69.04 △85.45 △3.78

株価収益率（倍） － － 4.98 － －

配当性向（％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△418,001 △218,648 △311,287 126,713 32,378

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

188,781 60,863 1,319,528 △127,498 △19,408

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

155,009 147,461 △233,127 △830,313 △41,017

現金及び現金同等物の期末残
高（千円） 

160,860 150,537 925,651 94,553 66,505

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

94 
[137] 

91
[127] 

84
[135] 

172 
[211] 

162
[242] 



３．持分法を適用した場合の投資利益については、第69期、第70期及び第71期は重要な影響を及ぼさないため記載しており

ません。また、第72期及び第73期は関連会社がないため記載しておりません。 

４．株価収益率については、第69期、第70期、第72期および第73期は当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。 

５．第72期の当期純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものでありま

す。 

  

  



２【沿革】 

 当社グループは大正10年より乾燥海産原料を主体とした佃煮製造業者として、それぞれ独自な技術と優秀な設備で全国的に知

られていた４製造業者が合併して、昭和９年12月20日資本金100万円により帝国食品株式会社（初代社長内田嘉十郎）を設立し

た。 

  

 

昭和13年４月 福岡県小倉市（現・北九州市小倉北区）に九州営業所設置 

昭和20年４月 東京工場内に本社事務所を設置 

昭和26年３月 北海道函館市に函館支店・函館工場を開設 

昭和31年４月 北海道札幌市に札幌出張所開設 

昭和37年11月 東京証券取引所の市場第２部へ上場 

昭和38年４月 愛知県名古屋市に名古屋出張所開設 

昭和53年７月 関西支店を大阪府茨木市の同卸売団地に開設 

昭和54年10月 株式会社テイショクと社名変更 

昭和56年７月 宮城県仙台市に東北営業所開設 

昭和60年６月 福岡県大野城市に福岡工場を開設 

昭和61年10月 東京都荒川区に東京支店を開設 

昭和62年４月 関西支店を兵庫県尼崎市に移転 

昭和63年７月 ミヒロ食品株式会社と社名変更 

９月 本社を東京都渋谷区に移転、不動産事業部を設置 

平成元年６月 愛媛県松山市に松山営業所開設 

７月 熊本県熊本市に熊本営業所開設 

平成３年９月 松山営業所を大阪支店に吸収、熊本営業所を福岡県福岡市に移転し福岡営業所と改称 

平成４年８月 福岡工場を閉鎖。同所に九州営業所を移転し、併わせて福岡営業所を併合 

10月 株式会社ローマイヤと合併 

平成５年４月 エルエムフーズ株式会社と社名変更 

平成５年９月 東京都中央区日本橋にビアレストラン「ローマイヤハウス日本橋店」を開店 

平成６年10月 埼玉県大里郡妻沼町（現・熊谷市江波）にデリカセンターを開設 

平成９年３月 福岡営業所及び函館営業所閉鎖 

平成９年３月 函館工場を子会社ローマイヤデリカ株式会社に譲渡 

平成10年１月 伊藤ハム株式会社と包括的業務提携を締結 

平成10年８月 大坂支店を大阪市淀川区に移転し、併わせてセントラルキッチンを廃止 

平成11年１月 名古屋営業所を名古屋市中村区に移転し、併わせてセントラルキッチンを廃止 

平成11年７月 本社を東京都目黒区に移転 

平成12年１月 伊藤ハム株式会社との業務提携を終了 

平成12年２月 スターゼン株式会社と資本提携を伴う業務提携契約を締結 

平成12年10月 ローマイヤ株式会社と社名変更 

平成13年３月 伝統食品部門を廃止 

平成13年５月 大阪支店、札幌営業所及び仙台営業所を閉鎖 

平成13年７月 ローマイヤデリカ株式会社の函館工場を閉鎖し譲渡 

平成14年３月 名古屋営業所を閉鎖 

平成14年４月 ローマイヤデリカ株式会社を解散 

平成14年12月 銀座ローマイヤレストラン株式会社（現・株式会社スターダイニングシステム）に出資 

平成17年６月 スターゼン株式会社への第三者割当増資により同社の子会社となる 

平成17年10月 株式会社栃木ゼンチクの営業全部を譲受 

平成18年７月 本社を東京都品川区に移転 

平成19年３月 子会社ローマイヤ販売株式会社を設立 

平成19年３月 給食及び寮の受託管理業務撤退 

平成19年４月 製販分離し、当社は製造事業に専念し、営業部門は関係会社へ譲渡 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社と親会社１社及び子会社１社で構成されており、食肉加工品及び洋風惣菜等の製造販売を主な事業内容

としております。なお、子会社1社は重要性がないため記載を省略しております。持分法適用会社はありません。 

 当社の事業内容及び当社と親会社の当該事業に係る位置付は次のとおりであります。 

 なお、次の２部門については当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載しておりま

す。 

１．加工食品部門………主要な製造及び販売品目は、食肉加工品（ハム・ソーセージ等）および洋風惣菜（グラタン・シ

チュー・サラダ等）であります。 

２．その他事業…………主要な業務内容は産業給食の受託事業で、当社が行っております。 

  

［事業系統図］ 

  

 

  

 （注）当社は連結子会社を１社有しておりますが、下記の理由により当事業年度は重要性がないと判断し、記載を省略してお

ります。 

 連結子会社のローマイヤ販売株式会社は平成19年3月20日に設立し、株主構成は当社が60％、スターゼン株式会社が

40％の株式を保有しております。平成19年４月１日より営業を開始いたしますことから、当事業年度につきましては

営業上の取引はありません。 

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１.有価証券報告書を提出しております。 

２.当事業年度は営業上の取引はありません。 

  

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主な事業内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

(親会社） 
スターゼン㈱ 
 (注１） 

東京都港区 9,899,754 
食肉販売及び
加工食肉製品
の製造販売 

被所有
58.86 

当社製品の購入、当社へ原料の供
給及び資金の貸借をしています。
役員の兼任があります。 

（子会社） 
ローマイヤ販売
㈱（注２） 

東京都港区 100,000 
ハム・ソーセ
ージ及び惣菜
等の販売 

60.00 役員の兼任があります。 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は年

間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社の労働組合は「ローマイヤ労働組合」と称し、日本食品関連産業労働組合総連合会に属しております。当該労働組合の

組合員数は12名であります。なお、労使関係については安定しております。 

  

  

    平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

162（242 ） 40.11 16.4 4,840,000 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国の経済は、好調な企業収益を背景に、民間設備投資が増加し景気は緩やかな拡大基調でありまし

たが、個人消費については、家計所得の伸び悩みや税金等公的負担の増加などもあり、盛り上がりに欠けた状況で推移いたし

ました。 

 当加工食品業界におきましては、消費の二極化や食の安全安心、環境への意識の高まりなど、消費者の様々なニーズに対応

が求められております。また、主原料の高騰や前事業年度に引き続き原油価格の高止まりによるコスト増及び人口減少による

消費全体の低下が進み市場での競争も激しく、厳しい状況にありました。 

 このような状況下で、当社は、生産面では、栃木・埼玉両工場での共同購入によるコスト低減、製品のすみわけによる生産

性の向上・効率化を進め、また、営業面においては、業務用食材の新チャネルの開拓やギフト製品の販路拡大など売上の向上

に努め、業績の改善を図ってまいりました。 

 その結果、売上高については、72億62百万円（前年同期比57.4％増）となり、ほぼ計画どおりに推移したものの、デリカ製

品や一部ＯＥＭ製品の受注減少などにより生産量の減少や原材料・資材コストの高止まりの要因も加わり、経常損失が26百万

円（前年同期経常損失2億60百万円）、当期純損失52百万円（前年同期当期純損失10億67百万円）となりました。 

  

 部門別の業績は次のとおりです。 

（1）加工食品事業 

 食肉加工品の売上高は量販店向け製品が堅調に推移し63億41百万円となりましたが、デリカ等の製品が8億60百万円

にとどまり、当事業の売上高は平成17年10月に営業譲受があったこともあり、72億2百万円（前年同期比58.2％増）と

大幅に伸びております。 

（2）その他の事業 

 社員食堂や寮管理の受託運営事業が主なものですが、当事業の売上高は60百万円（前年同期比3.3％減）となりまし

た。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、資金という）は、66百万円（前年同期94百万円）で前事業年度末と比べ

28百万円減少いたしました。 

  

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は32百万円（前期は１億26百万円の収入）となりました。これは主に、減価償却費や仕入債務

の増加などが、当事業年度の経常損失や売上債権の増加などを上回ったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は19百万円（前期は１億27百万円の使用）となりました。これは主に、有形固定資産の取得や

子会社株式の取得などによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は41百万円（前年は8億30百万円の使用）となりました。これは主に、長期借入金の返済が短期

借入金の純増額を上回ったためであります。 

  

 



２【生産・受注及び販売の状況】 

 （1）生産実績 

 （注）当事業年度より生産高を記載しております。 

  

 （2）受注の状況 

当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

 （3）販売実績 

（注）１．前事業年度の販売の状況については、「１.業績等の概要」で各事業部門別業績に関連付けて示しておりましたが、当

事業年度より加工食品とその他の事業とに区分し、加工食品は食肉加工品及びその他惣菜等に分けて記載しておりま

す。 

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

  期別 

  

部門別 

当事業年度 

（自 平成18年4月 1日 

至 平成19年3月31日） 

金 額（千円） 構成比 

加工食品 5,796,394 99.2％ 

 内、食肉加工品 5,176,901 88.6％ 

 内、その他惣菜等 619,493 10.6％ 

その他（外食関連他） 48,882 0.8％ 

   計 5,845,277 100.0％ 

   期 別 

  

部門別 

当事業年度 

（自 平成18年4月 1日 

至 平成19年3月31日） 

金 額（千円） 構成比 

加工食品 7,202,492 99.2％ 

 内、食肉加工品 6,341,915 87.3％ 

 内、その他惣菜等 860,577 11.9％ 

その他（外食関連他） 60,208 0.8％ 

   計 7,262,700 100.0％ 

相 手 先 

前事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金 額（千円） 割 合（％） 金 額（千円） 割 合（％） 

スターゼン株式会社 2,364,473 51.23 5,194,692 71.53 



３【対処すべき課題】 

(1）現状の認識と課題 

 当社は継続的な営業損失を計上しており、この状況から脱し営業利益の黒字化を達成できる体制を作り上げることが緊急且

つ最重要課題だと認識しております。 

 そのため、当事業年度は、生産面では、埼玉・栃木両工場での共同購入によるコスト低減、仕入や在庫などの管理基準を統

一し効率化を図ってまいりました。商品開発につきましては、社内横断的な開発プロジェクトチームを結成し安全安心な新商

品開発に努め、営業面では、業務用食材の新チャネルの開拓、ギフトの販路拡大、直販店での新商品の投入と拡売などにより

売上の拡大を図ってまいりました。また、全社的に経費の削減に取り組んでまいりました。その結果、当事業年度の売上高は

業務用食肉製品がほぼ計画通りに推移したものの、デリカ製品や一部ＯＥＭ製品の受注の減少などにより生産量の減少や、原

料や資材コストの高止まりの要因も加わり、営業利益では25百万円の損失となり、黒字化には僅かに届きませんでした。 

  

(2）対処方針および取組状況等 

 当社は平成17年10月に株式会社栃木ゼンチクの営業を全部譲り受け、その効果を最大限発揮すべく改革を進めてまいり、そ

の結果、業績は改善に向かっております。今回更に、製販分離し、それぞれの独立採算で収益の改善を図ることにいたしまし

た。具体的には、当社は平成19年４月よりハム・ソーセージやデリカ製品などの製造事業に専念し、営業部門は平成19年３月

20日に設立した子会社（ローマイヤ販売株式会社）及び親会社でありますスターゼン株式会社に譲渡することにいたしまし

た。また、給食や寮管理などの受託業務からは撤退するとともに、本社を栃木工場へ移転し間接部門の合理化を図るなど、引

き続き全社的な経費削減に取り組み、スターゼン株式会社からの協力のもと、業績改善を図ってまいります。また、資金面で

は、引き続きスターゼン株式会社の資金管理システムを利用し、資金調達及び運用の効率化を図り、資金需要に応じた融資枠

の限度額を設定してまいります。 

  

 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

(1）財政状態および経営成績について 

 当社は、継続的な営業損失を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況が続いております。当該状況

を本有価証券報告書に注記として記載しており、当社への取引先の対応の変化が考えられ、財政状態および経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

(2）食肉製品の原料について 

 当社の製品の原料は、主として豚肉でありますが、その他牛肉や鶏肉を使用しており、その原料の原産国は日本国内、アメ

リカ、カナダ、デンマーク、オーストラリア、アジア等各国にわたっております。豚は口蹄疫、牛はＢＳＥ、鶏は鳥インフル

エンザなど最近世界各国で発生し問題となっております。安全面、価格面、仕入量の確保など、当社の製品価格や販売に影響

を及ぼす可能性があります。 

 当社は親会社である食肉卸大手のスターゼン株式会社と業務提携を締結しており、トレーサビリティーの確かな原料の使

用、原料の安定供給などの恩恵を受けております。一方、当社といたしましても、お客様への安全・安心面から、例えば、牛

エキスを使用しない製品の開発を行っており、リスクの軽減を図っております。 

  

(3）食品の表示について 

 食品の多様化、消費者の食品の品質及び安全性や健康に対する関心の高まり等に対応して、アレルギー物質、添加物、賞味

期限などの食品の表示制度が充実強化され、違反した場合の罰則も厳しくなっております。当社は細心の注意を払って、仕入

業者から成分表を取り寄せ調査分析を行っておりますが、万が一にも混入または誤表示することはないとは言い切れないリス

クを負っております。 

  

(4）個人情報漏洩等について 

 当社は、平成17年4月1日より施行されました個人情報保護法を遵守するために、平成17年3月16日に「個人情報の取り扱いに

関する規定」及び「個人情報の取り扱いに関する細則」を制定するとともに、全従業員に周知徹底を図っております。当社は

主に百貨店を中心とする中元や歳暮ギフトのご依頼主やお届け先の個人情報を取り扱っております。また、ギフトの配送を宅

配業者に依頼しております。当社は個人情報保護の重要性を従業員に十分に認識させ、保管管理を徹底しておりますが、万一

個人情報の漏洩や不正利用などが生じた場合、個人情報保護法に基づく業務規定違反として勧告、命令、罰則処分を受ける可

能性があります。これにより、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

１．営業譲渡契約書の締結 

 当社では、ハム・ソーセージや洋惣菜などを製造し販売してまいりましたが、平成19年４月１日より製造事業に専念し、

営業部門は新たに設立した子会社及び親会社でありますスターゼン株式会社に譲渡いたしました。当社は平成17年10月にス

ターゼン株式会社の子会社（㈱栃木ゼンチク）の営業全部を譲り受け、その効果を最大限発揮すべく改革を進めてまいり、そ

の結果、業績は改善に向かっておりますが、更に、今回製販分離し、それぞれ独立採算で収益の改善を図り、より安定的な利

益体質の確立を目指し、将来の発展を期するものであります。 

（1）譲渡する営業部門 

1）直販営業部門 

主として、百貨店の地下食品売場にてハム・惣菜等を販売 

中元及びお歳暮などのギフト製品の販売 

2）特販営業部門 

主として、ＯＥＭ受注活動、業務用食材、量販店へのハム・惣菜等を販売 

中元及びお歳暮などのギフト製品の販売 

（2）事業譲渡先 

1）直販営業部門 

① 名称      ローマイヤ販売株式会社 

② 主な事業内容  ハム・ソーセージ、食肉及び各種惣菜等の販売 

中元及びお歳暮などのギフト製品の販売 

インターネット通販事業 

③ 設立年月日   平成19年3月20日 

④ 本店所在地   東京都港区港南2-5-7 

⑤ 代表者     代表取締役 鶴崎千明 

⑥ 資本金     １億円 

⑦ 従業員数    ７０名（内、社員 ２９名） 

⑧ 大株主構成及び持株比率  ローマイヤ株式会社（60％）、スターゼン株式会社（40％） 

⑨ 当社との関係  当社の子会社 

  

2）特販営業部門 

① 名称      スターゼン株式会社(当社の親会社) 

（3）事業譲渡契約締結日 

両社とも平成19年４月１日 

（4）譲渡資産及び負債の項目及び金額 

１）直販営業部門   たな卸資産     5,329千円 

固定資産      34,112千円 

（上記金額は消費税等を含んでおりません。） 

２〉特販営業部門の譲渡資産及び負債はありません。 

（5）その他 

譲渡資産が少額であるため、株主総会の決議事項外であります。 

  

２．業務提携契約の終了 

 該当事項はありません。 

  

 



６【研究開発活動】 

 当社は「食を通じて社会に貢献する」をビジョンに掲げており、「お客様第一主義」を基本理念としております。つまり、

お客様には美味しく、安全であり、安心して召し上がっていただけることを基本コンセプトとして新商品の開発に取り組んで

おります。当社の新商品の開発は、営業企画グループが中心となり、各部門より横断的にプロジェクトチームを結成し、ハ

ム・ソーセージ開発チームとデリカ惣菜開発チームにそれぞれ専門家を配して取り組んでおります。ハム・ソーセージ開発

チームは栃木及び埼玉両工場などから８名、デリカ惣菜開発チームは営業部門や埼玉工場からの7名の構成でスピードをあげ

て、開発を推進しております。また、より開発力を高めるため、外部の専門家にも委託しております。 

 当事業年度は、ハム・ソーセージ類についてはこだわりのハム・ソーセージの開発、ローストビーフやローストポークの改

良、ギフト用には黒豚ロースハムを発売いたしました。デリカ惣菜につきましては、旬の新鮮な素材をベースとしたグラタン

やサラダを発売いたしました。 

 今後もローマイヤブランドにふさわしい商品を開発し、お客様のニーズに沿った美味しい安全な商品作りに徹してまいりま

す。 

 なお、当事業年度の研究開発費は20,553千円であります。 

  

 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

(1）重要な会計方針および見積もり 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。 

 当社経営陣は、財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数字および偶発資産・負債の開示、ならびに報告

期間における収入・費用の報告数字に影響を与える見積もりおよび仮定設定を行わなければなりません。経営陣は、費用の認

識、貸倒債権、退職給付費用に関する見積もりおよび判断に対して、継続して評価を行っております。経営陣は、過去の実績

や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき、見積もりおよび判断を行い、その結果は、他の方法では判定しにく

い資産・負債の簿価および収入・費用の報告数字についての基礎となります。実際の結果は、見積もり特有の不確実性がある

ため、これらの見積もりと異なる場合があります。 

 当社は、特に以下の重要な会計方針が、当社の財務諸表の作成において使用される当社の重要な判断と見積もりに大きな影

響を及ぼすと考えております。 

① 費用の認識 

 当社は当事業年度に発生したと思われる顧客への割戻金、センターフィー、その他諸費用を過去の実績に基づいた見積り

額で計上しております。実際の費用が見積り額を上回る可能性があります。 

② 貸倒引当金 

 当社は売上債権等に対して顧客の支払不能時に発生する損失の見積り額に基づき、貸倒引当金を計上しております。顧客

の財務状態が悪化し、その支払い能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。 

③ 退職給付引当金 

 当社は退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。そのため、退職給付費用は年金財政計算上の責任準備金

および当事業年度末の年金資産を見積もり計算した数値であり、実際の数値とは異なる可能性があります。 

  

(2）当事業年度の経営成績の分析 

 当事業年度の売上高は、中元・歳暮のギフト製品や百貨店及び量販店向けのデリカ製品が計画に届きませんでしたが、平

成17年10月の営業の譲受効果もあって量販店向けの食肉加工品が堅調に推移し、72億62百万円（前事業年度比157.4％）とな

りました。売上原価は60億31百万円で、売上総利益は12億31百万円と前事業年度より1億63百万円増加いたしました。販売費

及び一般管理費は人件費などの減少により、前事業年度より45百万円減少しております。従いまして、営業損失は25百万円

で前事業年度より2億9百万円減少しております。 

 営業外損益では、支払利息が借入金利の引き下げや借入金の減少により前事業年度より6百万円減少したこともあり、経常

損失は前事業年度より2億34百万円減少し、26百万円となりました。 

 特別損失は固定資産除却損や本社移転費用などで12百万円計上いたしましたので、当期純損失は52百万円となりました。 

  

(3）財政状態の分析 

 当事業年度のキャッシュ・フローにつきましては、1 業績等の概要（2）キャッシュ・フローのとおりです。 

①資産の部 

 当事業年度末の現金及び預金につきましては、スターゼン株式会社の資金管理システムを有効的に活用しているため66百

万円の残高となっております。売掛金は売上の増加により、前事業年度よりも92百万円増加し、たな卸資産は在庫の管理を

強化したことで17百万円減少しております。短期貸付金は資金効率アップを図ったスターゼン株式会社の資金管理システム

を利用した同社への貸付金であります。 

 有形固定資産につきましては、埼玉工場のボイラー設置工事や百貨店の店舗への投資などで前事業年度より24百万円増加

しました。無形固定資産はのれんの償却等で39百万円減少しております。のれんの残高1億20百万円は次事業年度を含め3年

で償却してまいります。投資その他の資産では、平成19年3月20日に設立した子会社ローマイヤ販売株式会社の株式取得代金

（60百万円）もあったことから、前事業年度と比較して33百万円増加いたしました。 

 繰延資産は第三者割当増資時の新株発行費用を計上したものであり、３年間の均等償却で次事業年度が最終年度となりま

す。 

②負債の部 

 買掛金は売上の増加に伴う原材料等の仕入増で前事業年度より85百万円増加しております。前事業年度に計上しておりま

した1年以内返済予定の長期借入金と固定負債の長期借入金の合計額2億83百万円は、当事業年度に短期借入金にシフトし、

金利の軽減を図っております。預り金は設立した子会社の株式払込金1億円を当社が一時的に預かっているものであります。

③純資産の部 

 純資産は前事業年度と比べ56百万円減少しておりますが、主なものは当期純損失によるものであります。 



  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

当事業年度の主な設備投資等 

 当事業年度においての有形固定資産の設備投資額は65百万円であります。その主なものは、埼玉工場のボイラー設置工事で

35百万円、店舗の出店やリニューアルで12百万円などであります。 

 また、当事業年度中に売却した主な物件は、貸与しておりました銀座ローマイヤレストラン日本橋店の資産であり、帳簿価

額の7百万円で売却しております。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、次のとおりであります。 

１．上記のほか、埼玉工場は建物、構築物及び機械装置を、栃木工場は建物、構築物、機械装置及び土地を賃借しております。 

２．帳簿価額には、消費税等を含めておりません。 

３．従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書しております。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当事業年度末現在において、重要な新設、拡充、改修、除却、売却の計画はありません。 

  

  

      （平成19年３月31日現在） 

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び構

築物 
（千円） 

機械及び装
置、運搬具 
（千円） 

工具器具
及び備品 
（千円） 

土地
（千円） 
（面積㎡）

合計 
（千円） 

埼玉工場 
（埼玉県熊谷市） 

加工食品部門 
食肉加工食品製造
設備 

60,782 7,662 3,815
1,419,193

(19,249.42)
1,491,454 

27 
［78］ 

栃木工場 
（栃木県那須塩原市） 

加工食品部門 
食肉加工食品製造
設備 

－ 2,045 5,047 － 7,092 
92 

［104］ 

本社 
（東京都品川区） 

管理本部 全社的管理業務 4,145 － 23,603 － 27,749 
16 

［－］ 

賃貸物件他 不動産部門 賃貸他 － － －
73,820

(15,250.78)
73,820 

  
[－] 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．欠損填補による取崩 

平成14年６月26日開催の第68回定時株主総会の決議に基づき、損失処理として資本準備金522,613千円の取崩による欠損

填補を行ないました。 

２．減資 

平成14年６月26日開催の第68回定時株主総会において資本減少が決議され平成14年８月６日をもって効力が発生してお

ります。 

３．第三者割当 

発行価格   128円 

資本組入れ額  64円 

割当先    スターゼン株式会社 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 65,900,000 

計 65,900,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 31,337,000 31,337,000
東京証券取引所
市場第二部 

－ 

計 31,337,000 31,337,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年６月26日
（注）１． 

－ 20,400 － 3,450,000 △522,613 200,000

平成14年８月６日
（注）２． 

－ 20,400 △2,450,000 1,000,000 － 200,000

平成17年６月６日
（注）３． 

10,937 31,337 699,968 1,699,968 699,968 899,968



(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式のうち114,000株（114単元）は「個人その他」の欄に、単元未満897株は「単元未満株式の状況」欄に含めて記

載しております。 

なお、自己株式114,897株は株主名簿上の株式数であり、平成19年３月31日現在の実保有残高は113,897株であります。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。 

  

 

      平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 2 9 50 2 4 8,486 8,553 － 

所有株式数
（単元） 

－ 3 80 18,317 5 4 12,470 30,879 458,000

所有株式数の
割合（％） 

－ 0.01 0.26 59.32 0.02 0.01 40.38 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、自己株式が113千株あります。 

  

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株と、自己名義の株式1,000株が含まれてお

ります。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義および自己名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個は含めておりませ

ん。 

  

 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

スターゼン株式会社 東京都港区港南2-5-7 18,108 57.78 

岩倉 靖夫 三重県伊賀市 74 0.23 

ローマイヤ従業員持株会 東京都品川区西五反田7-1-9 73 0.23 

中川 道子 香川県高松市 62 0.19 

小田野 耕一 神奈川県川崎市麻生区 61 0.19 

常楽商工株式会社 東京都渋谷区神宮前6-12-18 50 0.15 

戸谷 義幸 東京都品川区 50 0.15 

吉田 茂 栃木県宇都宮市 46 0.14 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町1-4 44 0.14 

小松崎 壽文 茨城県東茨城郡茨城町 36 0.11 

計 － 18,604 59.37 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
  
普通株式   113,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,766,000 30,763 － 

単元未満株式 普通株式  458,000 － － 

発行済株式総数 31,337,000 － － 

総株主の議決権 － 30,763 － 



②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株あります。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

    平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ローマイヤ株式会
社 

東京都品川区西五
反田7-1-9 

113,000 － 113,000 0.36

計 － 113,000 － 113,000 0.36



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第

７号に該当する普通株式の取得 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる

株式は含まれておりません。 

  

 

区 分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 20,041 3,017,840 

当期間における取得自己株式 1,700 243,900 



(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式は含まれておりません。 

  

３【配当政策】 

 利益配分の基本方針につきましては、当社は株主の皆様に対して利益配分が企業の重要な責務であると認識しており、そのた

めには、確固たる経営基盤を築き利益体質を確立し、一日も早く業績に裏づけされた成果の配分を行うことができるよう努力し

てまいります。 

 当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。この剰余金の配当の決定機関は株主総会で

あります。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当はありません。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものです。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものです。 

  

  

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

その他 
（－） 

－ － － －

保有自己株式数 113,897 － 115,597 － 

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 78 95 154 237 180 

最低（円） 30 33 81 123 130 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 158 147 159 153 159 160 

最低（円） 140 137 140 145 148 145 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数 

（千株）

取締役社長 
（代表取締役） 

  目黒 東 昭和21年７月31日生 

平成６年10月 ㈱栃木ゼンチク常務取締役 

平成９年３月 ㈱ゼンチク（現スターゼン㈱） 

加工食品事業本部長 

平成12年３月 同社 執行役員（現任） 

平成14年４月 ㈱栃木ゼンチク代表取締役社長 

平成14年６月 当社 取締役 

平成17年６月 当社 代表取締役社長（現任） 

（注）２ 12

常務取締役 
総務経理
担当 

野口 一世 昭和22年４月９日生 

平成２年７月 ㈱ローマイヤ 経理部長 

平成３年５月 同社 取締役 経理部長 

平成４年６月 当社 取締役 経理部長 

平成13年６月 当社 取締役 財務経理部長 

平成15年６月 当社 常務取締役（現任） 

（注）２ ９

取締役 製造担当 小森 公夫 昭和28年５月30日生 

昭和47年４月 帝人食品㈱（現 ㈱栃木ゼンチク）入社 

平成９年２月 同社 本社工場長 

平成11年10月 同社 取締役工場長 

平成17年６月 当社 取締役（現任） 

（注）２ ２

取締役   鶉橋 誠一 昭和15年８月９日生 

昭和48年５月 ㈱ゼンチク（現スターゼン㈱） 

取締役企画開発部長 

昭和56年６月 同社 専務取締役営業所本部長 

昭和58年８月 同社 代表取締役副社長 

昭和61年６月 同社 代表取締役社長 

平成12年６月 当社 代表取締役会長 

平成15年４月 スターゼン㈱ 代表取締役社長 

社長執行役員（現任） 

平成17年６月 当社 取締役（現任） 

（注）２ ６

取締役   中津濵 健 昭和25年１月19日生 

平成元年１月 ㈱ゼンチク（現スターゼン㈱） 

販売開発部長 

平成10年３月 同社 販売本部副本部長 

平成12年３月 同社 業務執行役員 

㈱ゼンチク販売常務取締役 

平成16年６月 スターゼン㈱取締役、執行役員 販売本部

長 

㈱ゼンチク販売代表取締役社長（現任） 

平成17年２月 スターゼン㈱取締役、執行役員 国内営

業本部長 

平成17年６月 当社 取締役（現任） 

平成19年６月 スターゼン㈱常務執行役員  

国内営業本部長（現任） 

（注）２ １



 （注）１.高尾寿郎、中井俊夫および熊谷章の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２.平成18年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

３.平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数 

（千株）

監査役 
（常勤） 

  山岡 時夫 昭和23年２月26日生 

平成２年７月 ㈱ローマイヤ 埼玉工場製造部長 

平成３年５月 同社 取締役製造部長 

平成４年６月 当社 取締役埼玉工場製造部長 

平成11年６月 当社 常勤監査役（現任） 

注３ 11

監査役   高尾 寿郎 大正14年11月12日生 

昭和38年５月 全国畜産㈱（現スターゼン㈱）取締役 

昭和52年６月 同社 常務取締役 

平成元年６月 同社 代表取締役副社長 

平成９年６月 同社 取締役相談役 

平成12年６月 当社 監査役（現任） 

平成14年６月 スターゼン㈱常勤監査役（現任） 

注３ ０

監査役   中井 俊夫 昭和29年８月３日生 

平成５年７月 ㈱ゼンチク（現スターゼン㈱） 

経理部経理室長 

平成12年３月 同社 財務部長 

平成12年６月 当社 監査役 

平成16年10月 スターゼン㈱ 

 財務経理統括部長兼財務部長 

平成17年４月 同社 執行役員 

財務経理統括部長（現任） 

平成17年６月 当社 監査役（現任） 

注３ １

監査役   熊谷 章 昭和34年４月24日生 

平成元年４月 弁護士登録 

平成17年４月 最高裁判所司法研修所 弁護教官（現任） 

平成19年６月 当社 監査役（現任） 

注３ ０

  
  

    計   42



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社のビジョンは「食を通して社会に貢献する」ことであり、株主、お客様、取引先、従業員など様々なステークホルダー

から信用されるよう、透明性の高い公正な経営と徹底したコンプライアンス遵守を図り、企業価値を高めていくことをコーポ

レート・ガバナンスの基本的な考え方としております。 

 特に食品に携わるものとして「安全で安心できる製品造り」を基本理念とし、コンプライアンスの厳守、徹底を図るため、

品質管理委員会を設け、社内管理体制を強化しております。また、お客様サービス室を通じお客様のご要望やご不満な点を直

ちに経営幹部に報告できる体制を整えております。 

  

２．コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

(1）会社の機関の内容 

 当社の取締役会は取締役５名で構成され、毎月１回開催し、重要事項はすべて付議され、業績の進捗状況につきまして

も議論し具体的な対策等が決定されております。また、必要に応じて臨時取締役会を開催し、会社の方針並びに業務執行

上の重要事項を決議しております。 

 当社では監査役制度を採用しており、常勤監査役１名、社外監査役３名で構成されており、定例取締役会、臨時取締役

会及び必要に応じて各種の会議にも積極的に参加し、取締役の業務執行を監査しております。 

（2）会社の機関・内部統制の関係 

 

  

 



（3）業務の適正を確保する体制 

 取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体

制についての決定内容の概要は以下のとおりです。 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

1）当社の全役員、社員を対象としたローマイヤ行動規範と行動指針を定めます。 

2）総務部においてコンプライアンスの取組を横断的に統括することとし、内部監査部署は連携してコンプライアンス

の状況を監査し、その内容を定期的に取締役会および監査役会に報告するものとします。 

3）法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段として「コンプライアンス相談窓口」を設け、

企業活動の健全性と適合を確保します。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

1）文書管理に関する規程を定めこれに従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、保存し

ます。 

2）取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとします。 

３．損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

1）リスク管理規程を定め、組織横断的リスク状況の監視並びに全社的対応は総務部が行い、各部門所管業務に付随す

るリスク管理は担当部門が行うこととします。 

2）新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに担当部署を定めます。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

1）取締役会は月１回の定例取締役会と臨時取締役会を機動的に開催し迅速な決定を行います。 

2）中期経営計画と年次計画を策定し、月次定例幹部会議で業績管理を行います。 

3）日常業務は職務権限・意思決定ルールにより執行します。 

５．当社及び親会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

1）親会社とは協力関係を保ちつつ事業展開をしてまいりますが、業務執行にあたっては当社の事業内容を踏まえつ

つ、当社独自で意思決定をし、独立性を確保します。 

2）当社において親会社の内部監査部署の定期的内部監査を受け入れ、その報告を受けると共に、コンプライアンス上

の課題及び効率性の観点から課題を把握いたします。 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその使用人

の取締役からの独立性に関する事項 

1）監査役（会）が補助人を求めた場合は、内部監査部署の社員が協力するものとします。 

2）その場合、該当する内部監査部署の社員の人事事項に関しては監査役（会）と意見交換するものとします。 

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

監査役（会）と協議のうえ、取締役及び社員が、監査役（会）に対して、当社及び親会社に重大な影響を及ぼす事

項等を速やかに報告する体制を整備します。 

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役（会）の求めに応じて、代表取締役との意見交換会を設定します。 

  

(4）内部監査及び監査役監査の状況 

 当社の内部監査部門は独立した部門は無く、管理部門が内部監査の業務に当たっております。内部監査につきましては、

重要な役割であると認識しており、代表取締役社長の直接の指示のもと、その監査結果は代表取締役社長及び監査役に報告

され、内部監査の実効性を確保しております。 

 監査役は内部監査の担当部門であります管理部門や監査法人と意見交換を行うなどお互いに連携を図り、効果的な監査の

実施に努めております。 

  

 



(5）会計監査の状況 

 当社は一時会計監査人であります、みすず監査法人及び太陽ＡＳＧ監査法人との共同監査を行っており、会社法監査及び

証券取引法について監査契約を締結しております。当社の監査業務を執行した公認会計士等は以下のとおりです。 

業務を執行した公認会計士 

 みすず監査法人 

指定社員 業務執行社員    岩瀬佐千世 

指定社員 業務執行社員    福田 日武 

 太陽ＡＳＧ監査法人 

代表社員 業務執行社員    遠藤 了 

代表社員 業務執行社員    小笠原 直 

会計監査業務に係る補助者の構成（主たる構成員） 

公認会計士 ４名  会計士補 ２名  その他２名 

  

(6）社外取締役および社外監査役との関係 

① 当社は社外取締役はおりません。 

② 当社の社外監査役は高尾寿郎、中井俊夫、熊谷章の３名であります。 

高尾寿郎・・・・スターゼン株式会社常勤監査役 

中井俊夫・・・・スターゼン株式会社執行役員財務経理統括部長 

熊谷 章・・・・弁護士、最高裁判所司法研修所 弁護教官 

 なお、当社と社外監査役との間には、人的関係、資本的関係はありません。 

  

（7）取締役の定数 

 当社の取締役は15名とする旨定款に定めております。 

  

（8）取締役の選任及び解任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

 また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の過半数を有する株主が出席し、その議決権の３分の２

以上をもって行う旨定款に定めております。 

  

３．役員報酬および監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬、および監査法人に対する監査報酬は以下のとおりです。 

①役員報酬の内容 

 社内取締役に支払った報酬    17,947千円 

 監査役に支払った報酬       5,520千円 

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。 

２．取締役の報酬限度額は、平成４年６月26日開催の第58回定時株主総会において月額1,500万円以内（ただし、使

用人分給与は含まない。）と決議をいただいております。 

３．監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第60回定時株主総会において月額500万円以内と決議をいただ

いております 

  

②監査報酬等の内容 

 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務（監査証明業務）の対価として当社が監査法人に支払うべき報

酬等の合計額 

  みすず監査法人      7,900千円 

  太陽ＡＳＧ監査法人    2,100千円 

 （注） 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

 



第５【経理の状況】 
  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平成

18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表につ

いては中央青山監査法人に、当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表についてはみすず監査法人

及び太陽ＡＳＧ監査法人によりそれぞれ監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日付をもって、名称をみすず監査法人に変更しております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社の子会社１社（ローマイヤ販売株式会社）は平成19年３月20日に設立し当社が60％の株式を所有しておりますが、平成19

年４月１日より営業を開始いたしますことから、当事業年度は営業上の取引はなく重要性がないと判断し、連結財務諸表の用

語、様式及び作成に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項の規定により、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     94,553     66,505  

２．売掛金 ※１   360,846     453,151  

３．商品     8,406     5,031  

４．製品     90,541     96,630  

５．原材料     194,595     177,624  

６．仕掛品     15,279     12,313  

７．貯蔵品     1,872     1,274  

８．関係会社短期貸付金     76,996     88,962  

９．前払費用     6,012     3,997  

10．未収入金     5,422     4,349  

11．その他     3,645     1,989  

12．貸倒引当金     △1,719     △1,969  

流動資産合計     856,453 31.6   909,861 32.7 



 

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産              

(1）有形固定資産 ※２            

１．建物   203,928     185,380    

減価償却累計額   149,386 54,541   120,999 64,381  

２．構築物   －     10,796    

減価償却累計額   － －   1,277 9,518  

３．機械及び装置   5,958     12,009    

減価償却累計額   2,799 3,159   3,541 8,468  

４．車輌及び運搬具   12,405     12,405    

減価償却累計額   10,366 2,038   11,134 1,270  

５．工具器具及び備品   84,597     83,767    

減価償却累計額   28,333 56,263   27,395 56,372  

６．土地     1,493,013     1,493,013  

有形固定資産合計     1,609,017 59.3   1,633,024 58.7 

(2）無形固定資産              

１．営業権     160,000     －  

２．のれん     －     120,000  

３．電話加入権     5,311     5,311  

４．ソフトウェア     4,661     3,206  

５．その他     2,067     3,912  

無形固定資産合計     172,040 6.3   132,431 4.8 



 

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券     26,269     25,300  

２．関係会社株式     －     60,000  

３．出資金     5,278     5,278  

４．長期前払費用     9,073     1,270  

５．差入保証金     33,679     15,816  

６．投資損失引当金     △3,500     △3,500  

投資その他の資産合
計 

    70,799 2.6   104,165 3.7 

固定資産合計     1,851,857 68.2   1,869,621 67.2 

Ⅲ 繰延資産              

１．新株発行費     6,046     3,023  

繰延資産合計     6,046 0.2   3,023 0.1 

資産合計     2,714,358 100.0   2,782,505 100.0 

               



 

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金 ※１   590,590     676,000  

２．関係会社短期借入金 ※２   －     245,000  

３．一年内返済予定の長
期借入金 

    67,200     －  

４．未払金     135,454     140,309  

５．未払費用     58,307     57,310  

６．未払法人税等     16,737     20,020  

７．未払消費税等     16,394     43,412  

８．預り金 ※１   2,103     101,418  

９．賞与引当金     80,447     75,619  

10．その他     409     839  

流動負債合計     967,644 35.6   1,359,929 48.9 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金     215,800     －  

２．繰延税金負債     6,451     5,958  

３．退職給付引当金     83,000     56,391  

４．長期未払金     25,000     －  

５．預り保証金     216     178  

固定負債合計     330,468 12.2   62,527 2.2 

負債合計     1,298,113 47.8   1,422,457 51.1 

               



 

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※３   1,699,968 62.6   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

(1）資本準備金   899,968   33.1 －    

(2）その他資本剰余金              

資本金及び資本準備
金減少差益 

  9,872   0.4 －    

資本剰余金合計     909,840 33.5   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

(1）当期未処理損失   1,193,716     －    

利益剰余金合計     △1,193,716 △44.0   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    9,865 0.4   － － 

Ⅴ 自己株式 ※４   △9,711 △0.3   － － 

資本合計     1,416,245 52.2   － － 

負債資本合計     2,714,358 100.0   － － 

               



  

  

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

(1）資本金 ※３   － －   1,699,968 61.1 

(2）資本剰余金              

１．資本準備金   －     899,968    

２．その他資本剰余金   －     9,872    

資本剰余金合計     － －   909,840 32.7 

(3）利益剰余金              

１.その他利益剰余金              

繰越利益剰余金   －     △1,246,141    

利益剰余金合計     － －   △1,246,141 △44.8 

(4）自己株式 ※４   － －   △12,729 △0.4 

株主資本合計     － －   1,350,937 48.6 

Ⅱ 評価・換算差額等              

(1）その他有価証券評価
差額金 

    － －   9,110  

評価・換算差額等合計     － －   9,110 0.3 

純資産合計     － －   1,360,047 48.9 

負債純資産合計     － －   2,782,505 100.0 

               



②【損益計算書】 

 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．売上高 ※１   4,615,617 100.0   7,262,700 100.0 

Ⅱ 売上原価              

(1）製品売上原価              

１．製品期首たな卸高   21,760     90,541    

２．当期製品製造原価 ※１ 3,259,941     5,845,277    

合計   3,281,701     5,935,818    

３．製品他勘定振替高 ※２ 21,863     26,608    

４．製品期末たな卸高   90,541 3,169,296 68.7 96,630 5,812,579 80.0 

(2）商品売上原価              

１．商品期首たな卸高   5,830     8,406    

２．当期商品仕入高   377,339     212,861    

合計   383,170     221,267    

３．商品他勘定振替高 ※２ 216     38    

４．商品期末たな卸高   8,406 374,547 8.1 5,031 216,198 3.0 

(3）不動産原価     3,946 0.1   2,566 0.0 

売上原価合計     3,547,790 76.9   6,031,344 83.0 

売上総利益     1,067,826 23.1   1,231,356 17.0 



 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３            

１．役員報酬   19,844     23,467    

２．従業員給料手当   415,245     381,639    

３．賞与引当金繰入額   19,578     16,405    

４．退職給付費用   29,333     24,473    

５．法定福利費   29,994     28,201    

６．福利厚生費   30,216     23,756    

７．運賃発送費   271,621     267,980    

８．販売手数料   47,828     31,754    

９．販売促進費   19,658     18,503    

10．広告宣伝費   64,777     74,103    

11．保管料   340     526    

12．賃借料   38,513     43,364    

13．水道光熱費   15,414     16,789    

14．保険料   1,309     828    

15．営業権償却費   40,000     －    

16. のれん償却費   －     40,000    

17．減価償却費   28,421     25,738    

18．修繕費   1,135     1,121    

19．接待交際費   24,021     32,114    

20．旅費及び交通費   9,936     8,685    

21．通信費   14,551     13,214    

22．会議費及び諸会費   4,220     5,156    

23．図書及び印刷費   3,782     4,774    

24．事務費及び消耗品費   32,472     31,687    

25．租税公課   9,810     12,539    

26．車輌費   2,857     3,873    

27．諸手数料   43,505     33,751    

28．貸倒引当金繰入額   403     250    

29．研究開発費   17,032     20,553    

30．雑費   66,462 1,302,288 28.2 71,383 1,256,637 17.3 

営業損失     234,461 △5.1   25,281 △0.3 



  

 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   82     295    

２．受取配当金   923     100    

３．雑収入   1,763 2,768 0.1 9,300 9,696 0.1 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息 ※１ 11,682     4,806    

２．新株発行費償却   3,023     3,023    

３．雑損失   14,301 29,007 0.6 3,097 10,928 0.2 

経常損失     260,700 △5.6   26,514 △0.4 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※４ 1,448     12    

２．投資有価証券売却益   892 2,340 0.1 － 12 0.0 

Ⅶ 特別損失              

１．減損損失 ※５ 775,852     －    

２．固定資産除却損 ※６ 1,227     6,216    

３．本社移転費用   －     6,150    

４．その他の特別損失   22,560 799,639 17.4 － 12,366 0.1 

税引前当期純損失     1,057,999 △22.9   38,867 △0.5 

法人税、住民税及び
事業税 

  9,800     13,556    

法人税等調整額   － 9,800 0.2 － 13,556 0.2 

当期純損失     1,067,799 △23.1   52,424 △0.7 

前期繰越損失     125,917     －  

当期未処理損失     1,193,716     －  

               



製造原価明細書 

  

（脚注） 

  

  

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．原材料費   2,083,385 63.8 3,924,948 67.2 

２．労務費   633,779 19.4 1,031,455 17.6 

３．経費   548,649 16.8 885,906 15.2 

（うち減価償却費）   （24,620）   （12,600）  

（うち賞与引当金繰入額）   （60,868）   （59,213）  

当期総製造費用   3,265,814 100.0 5,842,310 100.0 

期首仕掛品たな卸高   9,407   15,279  

期末仕掛品たな卸高   15,279   12,313  

当期製品製造原価   3,259,941   5,845,277  

           

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

原価計算の方法 

  制度としての原価計算は採用しておりません。 

  

原価計算の方法 

 当事業年度より、組別総合原価計算を採用してお

ります。 



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

そ の 他
資本剰余金 
  

資本剰余金
合   計 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日 残高（千円） 1,699,968 899,968 9,872 909,840 △1,193,716 △9,711 1,406,379

事業年度中の変動額      

当期純損失（△）     △52,424   △52,424

自己株式の取得     △3,017 △3,017

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

     

事業年度中の変動額合計（千円） － － － － △52,424 △3,017 △55,442

平成19年３月31日 残高（千円） 1,699,968 899,968 9,872 909,840 △1,246,141 △12,729 1,350,937

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券評価差額金 

平成18年３月31日 残高（千円） 9,865 1,416,245

事業年度中の変動額 

当期純損失（△） △52,424

自己株式の取得 △3,017

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△755 △755

事業年度中の変動額合計（千円） △755 △56,197

平成19年３月31日 残高（千円） 9,110 1,360,047



④【キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

     

税引前当期純損失（△）   △1,057,999 △38,867 

減価償却費   54,466 38,823 

減損損失   775,852 － 

営業権償却費   40,000 － 

のれん償却費   － 40,000 

繰延資産償却費   3,023 3,023 

退職給付引当金の減少額   △22,793 △26,608 

貸倒引当金の増減額 
 （減少△） 

  △928 250 

賞与引当金の増減額 
 （減少△） 

  54,651 △4,828 

固定資産除却損   1,227 6,216 

投資有価証券売却益   △892 － 

固定資産売却益   △1,448 △12 

営業譲受費用   22,500 － 

受取利息及び受取配当金   △1,005 △395 

支払利息   11,682 4,806 

売上債権の増加額   △196,971 △92,324 

たな卸資産の増減額 
 （増加△） 

  △32,374 17,822 

その他の資産の増減額 
 （増加△） 

  △23,798 4,742 

仕入債務の増加額   476,842 85,409 

未払債務の増加額   32,283 9,240 

破産更生債権等の減少額   1,331 － 

その他   4,700 △273 

小計   140,349 47,024 



 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取額   1,005 395 

利息の支払額   △10,060 △4,536 

法人税等の支払額   △4,580 △10,505 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  126,713 32,378 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

     

有形固定資産の取得による支
出 

  △7,102 △69,307 

有形固定資産の売却による収
入 

  357,026 7,343 

定期預金等の払い戻しによる
収入 

  5,000 － 

営業譲受に伴う支出 ※２ △435,267 － 

投資有価証券売却による収入   32,992 － 

短期貸付金純増額   △76,996 △11,965 

子会社株式の取得による支出   － △60,000 

差入保証金の回収による収入   － 17,862 

子会社株式払込金の預りによ
る収入 

  － 100,000 

その他   △3,151 △3,341 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △127,498 △19,408 



  

  

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

短期借入金純増減額 
 （減少△） 

  △28,440 245,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △2,188,497 △283,000 

株式発行による収入   1,390,865 － 

自己株式の取得による
支出 

  △4,242 △3,017 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △830,313 △41,017 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減
少額 

  △831,097 △28,047 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  925,651 94,553 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 94,553 66,505 

       



⑤【損失処理計算書】 

  

  

  次へ 

    
前事業年度 

株主総会承認年月日 
（平成18年６月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

 (当期未処理損失の処理）      

Ⅰ 当期未処理損失     1,193,716 

Ⅱ 損失処理額     － 

Ⅲ 次期繰越損失     1,193,716 

       

 (その他資本剰余金の処分）      

Ⅰ その他資本剰余金     9,872 

Ⅱ その他資本剰余金処分額     － 

Ⅲ その他資本剰余金次期繰
越額 

    9,872 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は前事業年度174百万円、当事業年度234百万円の

継続的な営業損失を計上しております。当該状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

 当社は、自己資本を充実させるとともに経営基盤の安

定を図る目的で、平成17年６月６日にスターゼン株式会

社を割当先とする第三者割当増資を実行しましたことに

より、同社の子会社となりました。また、スターゼン株

式会社の100％子会社であるハム・ソーセージ等を製造

しております株式会社栃木ゼンチクの営業を平成17年10

月１日に譲り受けました。同社との統合の効果を最大限

に発揮させるべく、７月より取締役および監査役で構成

する経営委員会を月１回乃至２回開催して協議し、今後

の施策を策定いたしました。本計画では、金利負担を軽

減するため、９月に親会社であるスターゼン株式会社へ

工場の固定資産を売却し、量販の販売先を同社に移管し

営業部門の効率化を図るとともに、業務用製品の販売強

化、直売店の管理・販売の強化などの施策を推し進めて

まいりました。更に、資金面ではスターゼン株式会社の

資金管理システムを導入し、資金の余剰や不足を調整し

て資金の効率化を図ってまいりました。 

 しかしながら、当事業年度は、百貨店や量販店の販売

低迷やＯＥＭ受注の減少などにより売上高は計画に届き

ませんでした。また、原料価格の高止まりや原油高騰に

よる資材コストの上昇などで製造コストを計画通りには

削減できなかったことや業者間の競争激化も加わり、利

益は計画の目標額に到達出来ずに終わりました。 

 翌事業年度においては、取締役および監査役で構成す

る経営委員会を引き続き開催し、前述の実行施策の効果

を更に高める施策を策定してまいります。生産面では、

埼玉・栃木両工場の生産品目のすみわけを行い生産効率

を高めること、両工場での共同購入によるコスト低減、

仕入や在庫などの管理基準の統一化などを図ってまいり

ます。商品開発につきましては、社内横断的な開発プロ

ジェクトチームを結成し外部の専門家にも委託し安全安

心な商品づくりはもとより売れる商品づくりをすすめて

まいります。また、営業面では、業務用食材の新チャネ

ルの開拓、ギフトの販路拡大、直売店での新商品の投入

と拡売などにより売上拡大を図るとともに、人材の育成

にも力を注いでまいります。引き続き、資金面では、ス

ターゼン株式会社の資金管理システムを利用し、効率よ

く資金を管理してまいります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 

 当社は前事業年度234百万円、当事業年度25百万円の継

続的な営業損失を計上しております。当該状況により、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。 

 当社は、当該状況を解消し、営業利益の黒字化を達成

するために、生産面では、埼玉・栃木両工場での共同購

入によるコスト低減、仕入や在庫などの管理基準を統一

し効率化を図ってまいりました。商品開発につきまして

は、社内横断的な開発プロジェクトチームを結成し安全

安心な新商品開発に努め、営業面では、業務用食材の新

チャネルの開拓、ギフトの販路拡大、直販店での新商品

の投入と拡売などにより売上の拡大を図ってまいりまし

た。また、全社的に経費の削減に取り組んでまいりまし

た。 

 当事業年度は、業務用食肉製品は堅調に推移したもの

の、中元・歳暮のギフト製品や百貨店及び量販店向けの

デリカ製品が計画に届きませんでした。従いまして、売

上高はほぼ計画通りに推移したものの、デリカ製品や一

部ＯＥＭ製品の受注の減少などにより生産量の減少や原

料や資材コストの高止まりの要因も加わり、営業利益で

は25百万円の損失となり、黒字化には僅かに届きません

でした。 

 当社は平成17年10月に株式会社栃木ゼンチクの営業を

全部譲り受け、その効果を最大限発揮すべく改革を進め

てまいり、その結果、業績は改善に向かっております。

今回更に、製販分離し、それぞれの独立採算で収益の改

善を図ることにいたしました。具体的には、当社は本年

４月よりハム・ソーセージやデリカ製品などの製造事業

に専念し、営業部門は平成19年３月20日に設立した子会

社（ローマイヤ販売株式会社）及び親会社でありますス

ターゼン株式会社に譲渡することにいたしました。ま

た、給食や寮管理などの受託業務からは撤退するととも

に、本社を栃木工場へ移転し間接部門の合理化を図るな

ど、引き続き全社的な経費削減に取り組み、スターゼン

株式会社からの協力のもと、業績改善を図ってまいりま

す。また、資金面では、引き続きスターゼン株式会社の

資金管理システムを利用し、資金調達及び運用の効率化

を図り、資金需要に応じた融資枠の限度額を設定してま

いります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 

  



重要な会計方針 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

 （1）        ──  （1）子会社株式 

    移動平均法による原価法 

（2）その他有価証券 （2）その他有価証券 

 時価のあるもの  時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

 時価のないもの  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（埼玉工場） 

商品        最終仕入原価法 

製品        売価還元原価法 

原材料       先入先出法による原価法 

仕掛品       売価還元原価法 

貯蔵品       最終仕入原価法 

（栃木工場） 

商品        個別法による原価法 

製品        先入先出法による原価法 

原材料       個別法による原価法 

仕掛品       先入先出法による原価法 

商品        個別法による原価法 

製品        先入先出法による原価法 

原材料       個別法による原価法 

仕掛品       先入先出法による原価法 

貯蔵品       最終仕入原価法 

(会計方針の変更) 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法は、従来、埼玉工

場では、商品については最終仕入原価法、製品及び仕掛

品については売価還元原価法、原材料については先入先

出法による原価法によっており、栃木工場では、商品及

び原材料については個別法による原価法、製品及び仕掛

品については先入先出法による原価法を採用しておりま

したが、当事業年度より両工場で統一し、商品及び原材

料については個別法による原価法、製品及び仕掛品につ

いては先入先出法による原価法に変更いたしました。 

この変更は、平成17年10月1日に株式会社栃木ゼンチ

ク（現・栃木工場）の営業全部を譲り受けたことを契機

とし、仕入や在庫などの管理基準の統一化が確立された

ことに伴い、埼玉工場及び栃木工場での評価基準及び評

価方法を統一し、より適正かつ迅速に在庫金額を把握

し、より適正な期間損益計算を行うことを目的として行

われたものであります。 

この変更により、従来の方法と比べ、たな卸資産は

1,211千円増加し、営業損失、経常損失及び当期純損失

は同額減少しております。 

  



  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．固定資産の減価償却の方法 ３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については定額法）を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物         17年～39年 

機械装置、車輌及び運搬具    ６年～９年 

同左 

無形固定資産 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、営業権は５年間の均等償却による定額法を

採用し、自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

定額法を採用しております。 

なお、のれんは５年間の均等償却による定額法を

採用し、自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

４．繰延資産の処理方法 ４．繰延資産の処理方法 

新株発行費 新株発行費 

商法施行規則に規定する最長期間（３年間）で均

等償却しております。 

旧商法施行規則に規定する最長期間（３年間）で

均等償却しております。 

５．引当金の計上基準 ５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えて当事業年度の負担に

属する支給見込み額を計上しております。 

同左 

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。なお、直近の年金財

政計算上の責任準備金をもって退職給付債務とし

ております。 

同左 

(4）投資損失引当金 (4）投資損失引当金 

関係会社株式等の価値の減少による損失に備える

ため、投資先の財政状態等を勘案し、個別検討に

よる必要額を計上しております。 

同左 



  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっていま

す。 

同左 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜き方式によっておりま

す。 

同左 



会計処理方法の変更 

  

  表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ── 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日）)及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これにより税引前当期純損失は775,852千円増加し

ております。 

 なお、減損損失累計額につきましては、改正後の財

務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

  

── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

    当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月9日）を適用しております。 

  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

── （貸借対照表） 

前事業年度において、「営業権」として掲記されていた

ものは、当事業年度から「のれん」と表示しております。

（損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書） 

前事業年度において、「営業権償却費」として掲記され

ていたものは、当事業年度から「のれん償却費」と表示

しております。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 関係会社に係る注記 ※１ 関係会社に係る注記 

区分掲記された科目以外で関係会社に対するもの

は次の通りであります。 

区分掲記された科目以外で関係会社に対するもの

は次の通りであります。 
  

  

売掛金 235,939千円

買掛金 303,787 

売掛金 302,744千円

買掛金 338,266 

預り金 100,000 

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

イ．担保差入資産 イ．担保差入資産 
  

工具器具備品 22,300千円

土地 1,493,013 

工具器具備品 22,300千円

土地 1,493,013 

ロ．債務の内容 ロ．債務の内容 

── 

    
関係会社短期借入金 245,000千円

※３  授権株数 普通株式 65,900,000株

   発行済株式総数 普通株式 31,337,000株

 ※３          ── 

  

※４ 自己株式 ※４          ── 

当社が保有する自己株式の数は普通株式93,856株

であります。 

  

  

 ５ 資本の欠損の額は1,193,556千円であります。  ５          ── 

 ６ 配当制限  ６ 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は9,865

千円であります。 

── 

  



（損益計算書関係） 

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 
  

関係会社への売上高 2,364,473千円

関係会社よりの仕入高 1,099,720千円

関係会社への支払利息 3,683千円

関係会社への売上高 5,194,692千円

関係会社よりの仕入高 2,144,316千円

関係会社への支払利息 2,512千円

※２ 他勘定振替高の主な内訳は以下の通りでありま

す。 

※２ 他勘定振替高の主な内訳は以下の通りでありま

す。 
  

  

    製品 

販売促進費への振替   1,531千円

広告宣伝費への振替   4,604 

 交際費への振替は主として、株主優待による

ものであり、前事業年度は16,712千円でありま

す。 

    製品 

販売促進費への振替   2,105千円

広告宣伝費への振替   5,100 

交際費への振替   19,046 

※３ 研究開発費の総額 ※３ 研究開発費の総額 

研究開発費の総額は17,032千円であり一般管理費

に含まれております。 

研究開発費の総額は20,553千円であり一般管理費

に含まれております。 

※４ 固定資産売却益は、車両及び運搬具の売却による

ものです。 

※４ 固定資産売却益は、機械及び装置の売却によるも

のです。 

※５ 減損損失 ※５  

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。 

── 

  
  

場所 用途 種類 
損失額 
（千円） 

北海道 
釧路市 

駐車場 土地 589,384 

北海道 
室蘭市 

遊休資産 土地 1,172 

静岡県 
静岡市 

遊休資産 土地 3,250 

東京都 
目黒区 

遊休資産 
工具器具 
及び備品 

182,044 

  

当社は、減損損失の算定にあたり、資産を事業の

関連性により加工食品部門及び外食関連部門にグ

ルーピングを行っております。また、賃貸用不動

産、遊休資産等については個別物件単位にてグル

ーピングを行っております。 

当事業年度において、北海道釧路市の土地につい

ては市場価格が著しく下落したため、また、遊休

資産については将来の用途が定まっていないた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失(775,852千円)として特別損失に

計上しております。 

  



  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

なお、上記資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しております。土地について

は、主に路線価による相続税評価額を合理的に調

整した価額に基づき評価し、工具器具備品につい

ては、専門業者による評価額に基づき評価してお

ります。 

  

※６ 固定資産除却損の内訳 ※６ 固定資産除却損の内訳 
  

機械及び装置 817千円

工具器具及び備品 313 

その他 96 

計 1,227 

建物 5,029千円

工具器具及び備品 748 

その他 438 

計 6,216 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）自己株式の普通株式の株式数の増加20,041株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式 
数（株） 

当事業年度増加株 
式数（株） 

当事業年度減少株 
式数（株） 

当事業年度末株式 
数（株） 

発行済株式        

普通株式 31,337,000 － － 31,337,000 

合計 31,337,000 － － 31,337,000 

自己株式        

普通株式 93,856 20,041 － 113,897 

合計 93,856 20,041 － 113,897 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 
  

現金及び預金残高 94,553千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物の期末残高 94,553千円

現金及び預金残高 66,505千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物の期末残高 66,505千円

※２ 営業譲受により増加した資産の内訳 ※２         ── 

 株式会社栃木ゼンチクから営業譲受したことに伴

い増加した資産の主な内訳は以下のとおりです。 

  

  
流動資産 195,944千円

固定資産 216,822千円

計 412,767千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

    
機械及び
装置、建
物 

  
工具器具
及び備品 

  

車輌及び
運搬具、
無形固定
資産 

  合計 

    千円   千円   千円   千円

取得価額
相当額 

  407,166   33,816   6,455   447,438

減価償却
累計額相
当額 

  203,969   16,517   2,563   223,050

期末残高
相当額 

  203,196   17,298   3,891   224,387

機械及び
装置、建
物 

工具器具
及び備品

車輌及び
運搬具、
無形固定
資産 

  合計 

千円 千円 千円   千円 

取得価額
相当額 

438,768 27,416 6,455   472,640 

減価償却
累計額相
当額 

230,478 15,690 3,927   250,096 

期末残高
相当額 

208,290 11,726 2,528   222,544 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 68,318千円

１年超 162,424千円

合計 230,743千円

１年内 66,883千円

１年超 163,282千円

合計 230,166千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
  

支払リース料 47,211千円

減価償却費相当額 42,946千円

支払利息相当額 4,568千円

支払リース料 81,606千円

減価償却費相当額 73,833千円

支払利息相当額 7,545千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存期間を零とする定

額法によっている。 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 ⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

３．時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  次へ 

  種類 

前事業年度（平成18年３月31日） 当事業年度（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円）
取得原価
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円）

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの 

(1）株式 6,451 22,769 16,317 6,732 21,800 15,068

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 6,451 22,769 16,317 6,732 21,800 15,068

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの 

(1）株式 － － － － － －

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

合計 6,451 22,769 16,317 6,732 21,800 15,068

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

売却額 売却益の合計 売却損の合計 売却額 売却益の合計 売却損の合計 

33,182千円 892千円 － － － －

種類 
前事業年度（平成18年３月31日） 当事業年度（平成19年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

（1） その他有価証券 

非上場株式 3,500 3,500 

（2）子会社株式 － 60,000 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度および適格退職年金制度を設けております。また、従業員の退

職に際して割増退職金を支払う場合があります。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

 （注）１．当社が有する厚生年金基金は総合設立型であり、自社の拠出に対応する金額が合理的に算出できないため計上

しておりません。なお、厚生年金基金の会社拠出分に係る年金資産は前事業年度末において469,104千円、当

事業年度末は446,388千円であります。 

２．退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 勤務費用には日本ハム・ソーセージ工業厚生年金基金への拠出金が前事業年度は28,062千円、当事業年度は

27,497千円含まれております。 
  
 

    
前事業年度

（平成18年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成19年３月31日現在） 

    （千円） （千円） 

  (1）退職給付債務 △191,403 △192,225 

  (2）年金資産 108,403 135,834 

  (3）未積立退職給付債務 (1)＋(2) △83,000 △56,391 

  (4）退職給付引当金   (3) △83,000 △56,391 

    
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （千円） （千円） 

  (1）勤務費用 52,889 54,805 

  (2）退職給付費用 52,889 54,805 



（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 課税所得が発生しないため、記載を省略しております。 

  

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

  

  

  繰延税金資産 
前事業年度

（平成18年３月31日現在）
当事業年度 

（平成19年３月31日現在）

    （千円） （千円）

  繰越欠損金 987,240 1,003,833

  減損損失 306,771 306,771

  賞与引当金 36,091 34,079

  退職給付引当金 32,818 22,297

  営業譲受費用 7,117 5,337

  その他 7,837 8,000

  繰延税金資産小計 1,377,877 1,380,320

  評価性引当額 △1,377,877 △1,380,320

  繰延税金資産合計 － －

  繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額金 △6,451 △5,958

  繰延税金負債計 △6,451 △5,958

  繰延税金負債の純額 △6,451 △5,958



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２．役員の兼任については、平成18年３月31日現在で記載しております。 

３．原料の購入については、市場価格を勘案して、その都度価格交渉の上決定しております。 

４．商品の販売は当社の通常の納品価格によっております。 

５．資金の貸借については、市場金利に準じて金利を決定しております。 

６．設備の賃借については、市場の相場を勘案して決定しております。 

  

(2）役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

  

(3）子会社等 

 該当事項はありません。 

  

 

属性 会社名 住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容 
議決権等
の被所有
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社等 
(親会社) 

スターゼン
㈱ 

東京都 
港区 

9,899,754 

食肉販売及
び加工食肉
製品の製造
販売 

直接
58.86 

兼任
４名 

商品の
売買 

原料購入 1,099,720 買掛金 303,787

商品販売 2,364,473 売掛金 235,939

資金の
貸借 

資金の返済 1,730,000 
長期借
入金 

－

資金の貸付 76,996 
短期貸
付金 

76,996

資産の
売買 

設備の売却 355,533 － －

賃貸借 設備の賃借 94,464 － －



当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２．役員の兼任については、平成19年３月31日現在で記載しております。 

３．原料の購入については、市場価格を勘案して、その都度価格交渉の上決定しております。 

４．商品の販売は当社の通常の納品価格によっております。 

５．資金の貸借については、市場金利に準じて金利を決定しております。 

６．設備の賃借については、市場の相場を勘案して決定しております。 

  

(2）役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

  

(3）子会社等 

（注）当社の子会社であるローマイヤ販売株式会社は平成19年３月20日に設立し、平成19年４月１日より営業業務を開始しま

すことから、当事業年度につきましては営業上の取引はありません。 

  

 

属性 会社名 住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容 
議決権等
の被所有
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社等 
(親会社) 

スターゼン
㈱ 

東京都 
港区 

9,899,754 

食肉販売及
び加工食肉
製品の製造
販売 

直接
58.86 

兼任
３名 

商品の
売買 

原料購入 2,144,316 買掛金 338,266

商品販売 5,194,692 売掛金 302,744

資金の
貸借 

資金の借入 245,000 
短期借
入金 

245,000

借入金に対
する工具器
具及び備品
の担保提供 

22,300 － －

借入金に対
する土地の
担保提供 

1,493,013 － －

資金の貸付 88,962 
短期貸
付金 

88,962

利息の支払 2,512 － －

賃貸借 設備の賃借 172,560 － －

属性 会社名 住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容 
議決権等
の所有割
合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

子会社 
ローマイヤ
販売㈱ 

東京都 
港区 

100,000 
食肉加工品
及び惣菜等
の販売 

直接
60.0 

兼任
３名 

製品の
販売 

資金の預り 100,000 預り金 100,000



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１．１株当たり純資産額 45円33銭

２．１株当たり当期純損失 36円28銭

１．１株当たり純資産額 43円56銭 

２．１株当たり当期純損失 1円68銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため並びに当期純損失が計

上されているため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため並びに当期純損失が計

上されているため記載しておりません。 

  
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純損失金額    

当期純損失（千円） 1,067,799 52,424 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,067,799 52,424 

期中平均株式数（千株） 29,432 31,233 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

投資有価証券 その他有価証券 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 

(株）松屋 3,512 8,500

(株）高島屋 3,000 4,353

(株）松坂屋 5,227 5,598

(株）丸栄 9,000 3,348

(株）スターダイニングシ

ステム 
70 3,500

その他（３銘柄） 1,680 0

小計 22,490 25,300

計 22,490 25,300



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額の主なものは次のとおりです。 

建物     埼玉工場ボイラー設置工事     一式  17,626千円 

構築物    埼玉工場タンク設置工事      一式  10,796千円 

２．当期の減少額の主なものは次のとおりです。 

建物     銀座ローマイヤレストラン造作工事 一式  36,958千円 

長期前払費用 基幹システム開発費        一式  41,280千円 

  

 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産    

建物 203,928 31,950 50,497 185,380 120,999 10,232 64,381

構築物 － 10,796 － 10,796 1,277 1,277 9,518

機械及び装置 5,958 7,791 1,740 12,009 3,541 2,272 8,468

車輌及び運搬具 12,405 － － 12,405 11,134 768 1,270

工具器具及び備品 84,597 15,366 16,196 83,767 27,395 14,238 56,372

土地 1,493,013 － － 1,493,013 － － 1,493,013

有形固定資産計 1,799,903 65,904 68,434 1,797,373 164,348 28,788 1,633,024

無形固定資産    

営業権 200,000 － 200,000 － － － －

のれん － 200,000 － 200,000 80,000 40,000 120,000

電話加入権 5,311 － － 5,311 － － 5,311

ソフトウェア 11,253 560 1,963 9,850 6,643 2,015 3,206

その他 3,020 2,256 － 5,276 1,363 410 3,912

無形固定資産計 219,584 202,816 201,963 220,437 88,006 42,425 132,431

長期前払費用 51,869 245 45,332 6,782 5,512 7,609 1,270

繰延資産    

新株発行費 9,070 － － 9,070 6,046 3,023 3,023

繰延資産計 9,070 － － 9,070 6,046 3,023 3,023



【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

（注）平均金利については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、1,719千円は洗替えによる戻入額であります。 

  

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 245,000 1.3% 平成19年７月31日

１年以内に返済予定の長期借入金 67,200 － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 215,800 － － － 

合計 283,000 245,000 1.3% － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 1,719 1,969 － 1,719 1,969

賞与引当金 80,447 75,619 80,447 － 75,619

投資損失引当金 3,500 － － － 3,500



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

１．現金及び預金 

  

２．売掛金 

（A）相手先別内訳 

  
(B）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

 

区分 金額（千円）

現金 1,669 

預金 

当座預金 28 

普通預金 49,775 

郵便貯金 15,031 

預金小計 64,835 

合計 66,505 

相手先 金額（千円）

スターゼン（株） 302,744 

国分フードクリエイト（株） 16,270 

（株）山久 12,931 

関東商事（株） 11,956 

東京カネカ食品販売（株） 11,552 

その他 97,695 

合計 453,151 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 回転率(Ｅ）（回） 滞留期間（日）

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 
Ｃ 

───── 
Ａ ＋ Ｂ 

× 100 （Ｂ ÷ 
Ａ ＋ Ｄ
────

２ 
） 365 ÷ (Ｅ） 

360,846 7,625,835 7,533,530 453,151 94.3 18.7 19.5



３．たな卸資産 

  

② 流動負債 

１．買掛金 

  

２．未払金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

科目 内容 金額（千円） 

商品 スモークサーモン、マスタード、その他 5,031 

製品 ハム・ソーセージ、惣菜、その他 96,630 

原材料 豚肉、牛肉、その他 177,624 

仕掛品 ハム・ソーセージ、惣菜、その他 12,313 

貯蔵品 包装資材、燃料、その他 1,274 

合計 292,874 

相手先 金額（千円）

スターゼン（株） 338,266 

小堺化学工業（株） 32,711 

曽我（株） 25,713 

（株）松永商会 23,399 

昭和物産（株） 12,041 

その他 243,866 

合計 676,000 

相手先 金額（千円）

ランバンジャパン（株） 25,000 

（株）ゼンチク物流 15,550 

岩本運送（有） 12,915 

東京電力（株） 7,885 

(有)サニテック 7,607 

その他 71,350 

合計 140,309 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

 （注）単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、会社法第847条に規定する責任追及等の訴えの提起をす

ることができない。 

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社  

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本支店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき 200円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社  

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載

株主に対する特典 自社製品贈呈他



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等であるスターゼン株式会社は、継続開示会社であり、東京証券取引所に上場しております。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第72期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第73期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月25日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

 平成18年７月６日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書であります。 

(4）臨時報告書 

 平成19年３月６日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の規定に基づく臨時報告書であります。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

ロ ー マ イ ヤ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているローマイヤ株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッ

シュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ローマイヤ株式会社

の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度２３４百万円の継続的な営業損失を計上しており、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

 ２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 瀬 佐千世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成19年６月27日

ロ ー マ イ ヤ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているローマイヤ株式会社の平

成18年４月１日から平成19年３月31日までの第73期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ローマイヤ株式会社の平

成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度に25百万円と継続して営業損失を計上しており、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する事業計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 
  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 瀬 佐千世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      

      

太陽ＡＳＧ監査法人 

  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 遠 藤   了 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小笠原   直 
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